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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、企業価値の向上を目指し、効率性、健全性及び透明性の高い経営を実現するため、経営の監視機能、内部統制機能及びコンプライア
ンス体制を強化し、必要な施策を実施していくことをコーポレート・ガバナンスの基本方針としており、企業の社会的使命を果たしていくことを企業
経営の重要な目的と捉えております。当社は、この基本方針のもと、コーポレート・ガバナンスの実効性を確実なものとし、ステークホルダーの
方々の信頼に応えていくため、積極的にコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１-２-４．議決権電子行使、招集通知の英訳】

　当社は、現在の株主構成を勘案し、株主総会招集ご通知の英訳は実施しておりません。今後、海外投資家等の比率が上昇した場合には、適宜
検討してまいります。議決権の電子行使を可能にするための環境作りにつきましては、インターネットによる議決権行使の環境を整えております。

【補充原則２-４-１．中核人材の登用等と多様性の確保に向けた人材育成】

　当社は、中途採用者が従業員数の過半数を占めております。中核人材の登用等については、能力及び人格等により判断するものとしており、性
別・年齢・国籍に関係なく登用しておりますが、目標等は設けておりせん。多様性の確保は、重要な課題であると認識しており、今後も中長期的な
課題として取り組んでまいります。

　人材育成につきましては、買収企業先会議体への参加、子会社管理の実務、部門横断的な業務改善活動等により、中長期的な企業価値向上
に向けた人材教育にも力を入れております。

【補充原則３-１-２．英語での情報の開示・提供】

　当社は、現在の株主構成を勘案し、英語での情報の開示・提供は実施しておりません。今後、海外投資家等の比率が上昇した場合には、適宜
検討してまいります。

【補充原則４-１-３．最高経営責任者等の後継者計画】

　当社は、最高経営責任者等の後継者計画は定めておりません。最高経営責任者については、経験・能力・人格等の資質を勘案し、その時々の
経営状況や対処すべき課題に対応できる人選を行うこととしております。

【原則４-８．独立社外取締役の有効な活用】

　当社の独立社外取締役は１名でありますが、独立社外取締役１名を含めた取締役会の監督機能に加え、３名全員が社外監査役で構成された監
査役会による監査機能により、経営監視機能の客観性及び中立性が確保され、現状の体制において、経営効率の向上と的確かつ戦略的な経営
判断が行えると判断し、本体制を採用しております。

【補充原則４-10-１．指名・報酬に関する独立社外取締役の関与・助言】

　当社の独立社外取締役は１名であり、指名・報酬委員会は設置しておりません。独立社外取締役は独立役員として、高い専門的な知識と豊富な
経験を活かし、取締役会や各取締役へ意見を述べるとともに、必要に応じて助言を行っております。また、社外取締役及び社外監査役３名で構成
された社外役員会において、取締役の指名・報酬に関して、その決定プロセスを監視することとしております。

【補充原則４-11-１．取締役会の多様性及び規模】

　当社の取締役会は社外取締役1名を含めた6名で構成しております。取締役の選任に関する方針については、原則3-1（Ⅳ）に記載のとおりであり
ますが、第3次中期経営計画に照らし、特に期待する分野を明確にするとともに、各取締役は、幅広い多様な分野における知識・経験と資質を有
する人材でバランスよく構成しております。今後も取締役の選任に際しては、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスや、職歴・性別・年
齢等の多様性及び事業規模に適した員数等を考慮していく方針であります。スキル・マトリックスに関しては【各取締役及び各監査役のスキル・マ
トリックス】をご参照ください。

【原則５-２．経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は、資本効率に関する目標は公表しておりませんが、中期経営計画を公表することによって、企業グループとして進むべき方向や中期経営
戦略及び定量的目標を明確にしております。また、決算説明会資料や個人投資家説明会資料を通じて株主や投資家に対し、事業環境、業績予想
及びその進捗状況等について説明を行っております。

【原則５-２-１．事業ポートフォリオの基本的な方針】

　事業ポートフォリオに関する基本的な方針は定めておりませんが、当社は「加工の総合商社」をグループビジョンに定め、加工を通じてお客様の
あらゆるニーズに応える企業グループを目指しており、M&A等を実施する際には、グループビジョンを踏まえ事業ポートフォリオを適宜検討してお
ります。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１-４．政策保有株式】

（1）政策保有に関する方針

　当社は、営業戦略上、事業機会の創出や取引・協業関係の構築・維持・強化の観点から当社グループの中長期的な企業価値の向上に資すると
判断できる場合には保有することとしております。政策保有株式として上場株式を保有する場合は、保有先企業との取引状況並びに保有先企業
の財政状態、経営成績及び株価、配当等の状況を確認し、取締役会等において、保有の継続を判断することとしております。なお、当社は政策保
有株式として上場株式を保有しておりません。

（2）議決権行使の基準

　議決権行使にあたっては、当社の中長期的な企業価値向上に資するものであるか、また投資先の株主共同の利益に資するものであるか等を総
合的に判断し、適切に行使することとしております。

【原則１-７．関連当事者間の取引】

　当社は、取締役会規程において、取締役が競業取引または自己取引を行う場合は、事前に取締役会の承認を要し、当該取引の合理性、取引条
件の妥当性について、取引の適正性を判断することとしており、その結果につきましても改めて取締役会へ報告することを定めております。また、
事業年度末及び役員退任時に全役員を対象として関連当事者取引の有無に関する調査を行っており、関連当事者間の取引について管理する体
制を構築しております。

【原則２-６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮 】

　当社は、企業年金制度を導入しておらず、企業年金のアセットオーナーとしての機能を有しておりません。

【原則３-１．情報開示の充実】

（Ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　経営理念、経営戦略、経営計画等は、自社ウェブサイトや決算説明会資料等にて開示しております。

（Ⅱ）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　本報告書の「Ⅰ-１．基本的な考え方」に記載しております。

（Ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　本報告書の「Ⅱ-１．取締役報酬関係　報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載しております。

（Ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　取締役候補者や経営陣幹部については、豊富な経験や専門的な知識とともに、経営的見地から物事を判断でき、人格が優れている人物を選
任・指名しております。取締役候補者については、社外役員会において、選任・指名の決定プロセスを監視することとしております。監査役につい
ては、会計・財務に関する知見と経営に関する見識等を総合的に勘案し、監査役会の同意を得た上で、選任・指名しております。

（Ⅴ）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の個々の選解任・指名についての説明

　個々の選任・指名についての説明は、定時株主総会招集ご通知にて開示しております。なお、解任を行ったときは、その理由を開示するものとい
たしますが、開示の方法につきましては適時開示その他適切な方法を以って行うことといたします。

【補充原則３-１-３．サステナビリティについての取組み】

　当社は、2021年10月14日開示の「第３次中期経営計画“Challenge”」において、サステナビリティの基本方針と当社の取組について開示しており
ます。サステナビリティを巡る課題への対応は、重要な経営課題と認識しており、今後も中長期的な課題として取り組んでまいります。なお、同中
期経営計画の中で、持続的な成長に向けた投資として、M&A、設備、人材、新規事業へ重点的に投資することを基本戦略として開示しておりま
す。

【補充原則４-１-１．経営陣に対する委任の範囲の概要】

　当社は、法令・定款に定める事項及び重要な業務執行など取締役会において意思決定すべき事項を取締役会規程で定めており、重要な業務執
行以外の業務執行については、業務分掌規程、職務権限規程によって金額や重要性等に応じ委任範囲を明確にしたうえで、経営陣に権限を委
譲しております。

【原則４-９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、東京証券取引所及び福岡証券取引所の定める独立性基準に抵触せず、当社との間に特別な利害関係がないことや一般株主との利益
相反が生じるおそれのないことを前提として、豊富な経験や専門的な知識を当社の経営に反映していただける方を候補者としております。

【補充原則４-11-２．取締役・監査役の兼任状況】

　当社の取締役・監査役が他の会社の役員を兼任する場合は、株主総会招集ご通知、有価証券報告書等において、重要な兼任状況を開示して
おります。

　社外監査役１名は、他の上場会社の社外取締役及び社外監査役を兼任しておりますが、当社の経営の監査・監視を行うにあたり、十分な時間と
労力を確保しつつ、当社社外監査役としての役割・責務を適切に果たしております。

【補充原則４-11-３．取締役会全体の実効性についての分析・評価】

　当社は、社外取締役1名及び社外監査役３名で構成される社外役員会が、取締役及び監査役の全員に対して、取締役会の意思決定プロセス・リ
スク対応・議論の内容、取締役の職務執行状況、その他意見からなる取締役会の実効性評価に関する無記名アンケートを行い、その集計結果と
ともに社外役員会としての総合意見を付して取締役会に報告しております。アンケート内容は毎期見直しており、有効な評価となったものは削除し
た上で、新たな評価項目を追加しております。取締役会としては、評価結果が不十分なものについては速やかに改善を行い、実効性の向上に努
めており、取締役会全体の実効性は概ね有効であると判断しております。

【補充原則４-14-２．取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社は、取締役及び監査役が、その役割・責務を果たすために必要なトレーニングの機会を継続的に提供する方針としており、取締役及び監査
役の全員を対象とした勉強会や業務執行取締役及び常勤社外監査役を対象とするコンプライアンス研修を実施しております。また、常勤社外監
査役は、日本監査役協会が開催するセミナーに参加しております。

　なお、新任の社外取締役及び社外監査役については、会社概要、経営理念、経営状況などの説明を就任前に実施しております。



【原則５-１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、株主との建設的な対話に関する方針を「日創グループ行動規範」に定めており、ＩＲ担当部署を設け、株主または投資家等からのお問い
合わせに積極的に対応しております。また、決算説明資料を自社ウェブサイトで開示する他、機関投資家及び個人投資家に対し対面又はオンライ
ンによる説明会を実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

石田　利幸 1,726,800 26.69

石田　徹 477,600 7.38

井上　亜希 372,000 5.75

石田　洋子 328,000 5.07

株式会社福岡銀行 192,000 2.96

山崎　勝明 147,000 2.27

株式会社商工組合中央金庫 128,000 1.97

INTERACTIVE BROKERS LLC 125,700 1.94

MSIP CLIENT SECURITIES 93,900 1.45

山川　栄一 77,200 1.19

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード、福岡 既存市場

決算期 8 月

業種 金属製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

髙山　大地 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

髙山　大地 ○ ―――

　弁護士として国内外の会社法務、Ｍ＆Ａ等の
法律事務に深く携わり、企業経営を統治する十
分な見識を有しており、これらの経験と見識を
基に、当社グループの経営に対する監督と有
効な助言を独立かつ客観的な立場から行って
いただくため社外取締役に選任しております。

　また、東京証券取引所及び福岡証券取引所
が定める独立性基準に抵触せず、当社と同氏
との間に特別な利害関係がないことから、一般
株主との利益相反が生じるおそれがないため、
独立役員として指定しております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　社外監査役、会計監査人及び内部監査人は、定期的または必要に応じて報告及び意見交換を行い、相互に緊密な連携を取ることによって、監
査の質的向上及び内部統制の強化を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

有吉　修 他の会社の出身者

広瀬　隆明 公認会計士

大松　健 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

有吉　修 ○ ―――

　財務、会計、法令等に係る専門的な知識と他
社における経理・総務担当取締役及び常勤監
査役としての経験を有しており、これらの知識と
経験を基に、当社グループの経営を独立かつ
客観的な立場から監査していただくため社外監
査役に選任しております。

　また、東京証券取引所及び福岡証券取引所
が定める独立性基準に抵触せず、当社と同氏
との間に特別な利害関係がないことから、一般
株主との利益相反が生じるおそれがないため、
独立役員として指定しております。

広瀬　隆明 ○ ―――

　公認会計士としての高い専門性と豊富な監査
経験を有しており、これらの専門性と経験を基
に、当社グループの経営を独立かつ客観的な
立場から監査していただくため社外監査役に選
任しております。

　また、東京証券取引所及び福岡証券取引所
が定める独立性基準に抵触せず、当社と同氏
との間に特別な利害関係がないことから、一般
株主との利益相反が生じるおそれがないため、
独立役員として指定しております。

大松　健 ○ ―――

　公認会計士としての高い専門性と豊富な監査
経験を有しており、これらの専門性と経験を基
に、当社グループの経営を独立かつ客観的な
立場から監査していただくため社外監査役に選
任しております。

　また、東京証券取引所及び福岡証券取引所
が定める独立性基準に抵触せず、当社と同氏
との間に特別な利害関係がないことから、一般
株主との利益相反が生じるおそれがないため、
独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　一般株主との利益相反が生じるおそれがなく、経営陣から独立した立場で経営の公正かつ専門的な監督、監査機能を担う体制として、社外取締
役１名と社外監査役３名全員を独立役員として指定し届け出ております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象役員と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、
株式報酬型ストックオプション制度を導入しております。

　2018年11月28日開催の株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対し年額200百万円、監査役（非常勤の社外監査役を除く）に対し年額
20百万円の範囲内で付与すること等を定めております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外監査役



該当項目に関する補足説明

　当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象役員と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、
株式報酬型ストックオプション制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2022年８月期における当社の取締役及び監査役に対する報酬等は以下のとおりであります。

　取締役　７名 117百万円（うち社外取締役１名　２百万円）

　監査役　３名　14百万円（うち社外監査役３名　14百万円）

(注)1．上記には、2021年11月25日開催の第38回株主総会をもって辞任により退任した取締役１名を含んでおります。

　　 2．取締役の報酬限度額は、2013年11月27日開催の第30回定時株主総会において年額200百万円以内と決議いただいております。当該株主

　　　　総会終結時点の取締役の員数は６名（うち社外取締役１名）です。また、2018年11月28日開催の第35回定時株主総会において、当該報酬

　　　　限度額とは別枠で、取締役（社外取締役を除く）のストックオプションとしての新株予約権に関する報酬限度額を年額200百万円以内と決議

　　　　いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は６名です。

　　 3．監査役の報酬限度額は、2005年６月17日開催の臨時株主総会において、年額20百万円以内と決議いただいております。当該臨時株主総

　　　　会終結時点の監査役の員数は１名です。また、2018年11月28日開催の第35回定時株主総会において、当該報酬限度額とは別枠で、監査

　　　　役（非常勤の社外監査役を除く）のストックオプションとしての新株予約権に関する報酬限度額を年額20百万円以内と決議いただいておりま

　　　　す。当該株主総会終結時点の監査役（非常勤の社外監査役を除く）の員数は１名です。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

　取締役の報酬等は、基本報酬及び非金銭報酬で構成し、中長期的な企業価値向上を推進する動機付けや優秀な人材の確保に資する報酬体
系及び水準とすることを基本方針とする。なお、社外取締役については、役割と独立性の観点から、基本報酬のみとする。

２．基本報酬に関する方針

　基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、業績等を総合的に勘案して決定する。

３．非金銭報酬等に関する方針

　非金銭報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与し、株主との一層の価値共有を進めることを目的に、株式報酬型ストックオ
プションとして支給する。その内容、数、支給時期及び条件等の内容については、代表取締役社長が役位、職責等を勘案して原案を作成し、取締
役会の決議によって決定する。

４．報酬等の割合に関する方針

　基本報酬及び非金銭報酬の割合については、役位、職責、業績、貢献度等を総合的に勘案し、取締役会において決定する。

５．報酬等の決定の委任に関する事項

　取締役の個人別の報酬額の決定については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権
限の内容は、各取締役の基本報酬の額とする。なお、委任された内容の決定にあたっては、社外役員会がその妥当性について事前に確認する。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　現在、社外取締役及び社外監査役を補佐する担当部署はありませんが、社外取締役及び社外監査役に必要な情報は全て取締役管理部長、

取締役経営企画室長から提供されております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

イ．取締役会の状況

　取締役会は取締役６名（うち社外取締役１名）で構成され、毎月１回定期的に開催するとともに必要に応じて臨時に開催し、法令又は定款に定め
られた事項のほか、経営に関する重要事項の審議及び意思決定を行い、取締役の職務執行を監督する機関としての役割を果たしております。

ロ．監査役監査及び監査役の機能強化に関する取組状況

　監査役会は社外監査役３名で構成されており、各監査役は、監査役会が定めた監査方針、監査計画、業務分担等に従い、取締役会その他重要
な会議への出席、重要書類の閲覧、往査等を通じて取締役の職務執行の状況を監査しております。監査役会は毎月１回定期的に開催するととも
に必要に応じて臨時に開催し、監査結果に関する意見交換、監査に関する重要事項の協議を行っております。取締役会では、取締役会決議事項
の審議内容や取締役の職務執行状況の報告について適宜意見を述べるとともに、定期的に監査結果の報告を行っております。

　また、監査役は、代表取締役とは年２回、担当取締役とは監査の都度、意見交換を行うほか、内部監査人及び会計監査人からも定期的又は監
査の都度、報告を受け意見交換を行い、連携を密にして監査の実効性と効率性の向上に努めております。

ハ．内部監査の状況

　　当社は内部監査室を設置し、専任の内部監査人（１名）を任命しております。内部監査人は、内部監査規程及び関係会社管理規程に準拠し、
当社グループ全体を対象とする監査方針、監査事項及び監査時期等に係る内部監査計画を毎期立案し、代表取締役社長の承認を得て内部監査
を実施しております。内部監査は実地監査を原則とし、その監査結果については、内部監査報告書をもって代表取締役社長に報告し、その承認を
得た後に被監査部門に対し内部監査結果通知書を交付しております。同通知書に基づく指摘事項の整備報告及び改善提案等に対する回答につ
いては、代表取締役社長に報告を行うとともに、その履行状況を次回監査で確認しております。

　また、内部監査人は監査役に対し、内部監査計画及びその実施状況について、定期的又は実施の都度、報告と意見交換を行っております。更
に、監査役及び会計監査人に対し、内部統制評価に係る監査計画及びその実施状況について、定期的又は実施の都度、報告と意見交換を行う
など、監査役及び会計監査人と相互に連携をとりながら監査の実効性と効率性の向上に努めております。

　以上の監査活動については、取締役会において、定期的に報告を行っております。

ニ．会計監査の状況

　当社は、会計監査人に如水監査法人を選任しており、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受けております。当社の会計監査業務を
執行した公認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成については、以下のとおりであります。

・会計監査業務を執行した公認会計士の氏名

　指定社員 業務執行社員 廣島武文

　指定社員 業務執行社員 村上知子

　なお、同監査法人は業務執行社員について当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置を取っております。また、同監査法
人の業務執行社員と当社との間には特別の利害関係はありません。

・会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士５名、その他１名

ホ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定により、同法423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、３百万円又は法令が定める額のいずれか高い額であります。なお、当該責任限定が認められる
のは、当該社外取締役又は監査役が責任の原因となった職務の遂行について、善意かつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、社外取締役１名を含めた取締役会の監督機能に加え、３名全員が社外監査役で構成された監査役会による監査機能により、経営監視
機能の客観性及び中立性が確保され、現状の体制において、経営効率の向上と的確かつ戦略的な経営判断が行えると判断し、本体制を採用し
ております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　株主の皆様に株主総会議案について、十分検討していただくために、第39回定時株主
総会では、総会日の18日前に招集通知を発送し、27日前には東京証券取引所、福岡証
券取引所及び当社ホームページにおいて発送前開示を行っております。

電磁的方法による議決権の行使
　2020年11月開催の定時株主総会より、インターネットによる議決権行使の環境を整えて
おります。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
　年に２回、建設的な対話促進の一環として、個人投資家に対し、オンラインに
よる説明会を開催しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　建設的な対話促進の一環として、アナリスト・機関投資家に対し、決算発表後
速やかに、また適時、対面又はオンラインによる説明会を開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

　適時開示資料、中期経営計画、決算説明会資料、決算短信・四半期短信、
有価証券報告書・四半期報告書、株主総会招集通知・株主総会決議通知等を
掲載しております。

　IRお問合せ欄を設け、当社のIRについての質問事項に対して電子メール又
は電話による受付・回答を行っております。

IRに関する部署（担当者）の設置
　IRに関する部署は、経営企画室に設置しております。

　IR担当役員　取締役経営企画室長　諸岡安名

その他
　年に２回、年次と半期の決算発表日に、福岡金融・経済記者クラブに対し、決
算説明会を実施しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　「グループ経営理念」において当社グループの基本精神を規定するとともに、株主・投資
家はもとより、幅広いステークホルダーの立場を尊重した「日創グループ行動規範」におい
て、社会の一員として企業の社会的な使命と責任を果たしていく旨を定めております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　「日創グループ行動規範」において、株主・投資家はもとより、幅広いステークホルダーと
のコミュニケーションを促進するため、会社法、金融商品取引法、その他法令及び証券取
引所の定める規則等を遵守し、企業情報を適時・適切かつ公平に開示する旨を定めており
ます。また、理解を深めていただくことに資すると考えられる情報に関しても、積極的に開
示する旨を定めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

内部統制システムの整備の状況

　当社は、2016年７月14日開催の取締役会において内部統制システム構築の基本方針を一部改定し、下記のとおり決議いたしました。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　(1)当社グループの経営理念、行動規範及びコンプライアンス規程を定め、研修、会議、業務及び通達を通じて、取締役及び使用人に対しコン

　　　プライアンスの周知徹底を図る。

　　(2)社外取締役及び社外監査役は、会社から独立した立場でコンプライアンス体制の確保に努める。

　　(3)内部監査人は、監査役及び会計監査人と連携し、監査計画に基づいて内部監査を実施し、その監査結果を代表取締役に報告するととも

　　　に、被監査部門へフィードバックを行う。

　　(4)社外取締役を内部通報窓口とした内部通報制度運用規程を周知徹底し、コンプライアンスに反する行為の発生防止と早期発見を図るとと

　　　もに、通報者に対する不利な取扱いを禁止する。なお、内部通報窓口は、通報を受けたときは、直ちに、監査役へ報告しなければならない。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　 取締役の職務の執行に係る議事録、決裁書類及びその他重要な情報は、文書管理規程等社内規程に基づいて適切に保管管理を行い、常

　　時、取締役、監査役及び会計監査人等が閲覧又は謄写可能な状態に管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　(1)内的要因及び外的要因にて起こりうるリスクをリストアップし、リスクマネジメントの状況を定期的に取締役会へ報告する。

　　(2)重大なリスクが発生した場合は、リスク管理規程に基づき、代表取締役社長を責任者とする対策本部を設置し迅速かつ的確な対応を行い、

　　 損害の拡大防止と再発防止に向けた体制を整える。



４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　(1)取締役会を毎月１回、定期的に開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

　　(2)取締役の職務執行の効率向上に資するため、社外取締役は独立した立場での監視・監督のみならず、企業経営全般について助言を行う。

　　(3)経営の基本方針、基本戦略及び経営目標を明確にするため、取締役会において中期経営計画及び年度経営計画を決定し、目標達成に向

　　 けた進捗の管理を行う。

　　(4)取締役会規程、職務権限規程により取締役会に付議すべき事項、報告すべき事項及び各取締役で決裁が可能な事項を定め、意思決定プ

　　 ロセスの明確化と迅速化を図る。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　(1)当社は、親会社の立場で子会社の内部統制を統括し、グループ全体として業務の適正を確保するための体制を整備する。

　　(2)当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社へ派遣した役員又は関係会社統括担当役員を通じて、子会社の取締役の職務執行状況につ

　　 いて報告を受ける。

　　(3)当社は、リスク管理規程に基づき、グループ全体としてのリスク管理を推進し、リスク又はリスクによりもたらされる損失の未然の回避・極小

　　 化に努める。

　　(4)子会社は、取締役会規程、関係会社管理規程、職務権限規程を制定し、子会社取締役会に付議すべき事項、報告すべき事項及び各取締

　　 役で決裁が可能な事項を定め、意思決定プロセスの明確化と迅速化を図る。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　　 現在、監査役の職務を補助すべき使用人は置いていないが、監査役会が必要とした場合は監査役会の決議により監査役の職務を補助す

　　べき使用人を速やかに設置する。

７．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　 監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合は、当該使用人の人事異動、人事評価及び懲戒について事前に監査役会の同意を得

　　る。

８．監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　　 監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合は、当該使用人は監査役の指揮命令に服する。

９．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

　　(1)監査役は、重要な意思決定の過程及び取締役又は使用人の職務執行の状況を把握するため、取締役会その他重要な意思決定会議に出

　　　席するとともに、決裁書類及び重要な文書を閲覧し、必要に応じて、取締役又は使用人にその説明を求める。

　　(2)取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼす事象が発生し又は発生するおそれがあるとき及びコンプライアンスに反する行

　　　為を発見したときは、直ちに、監査役に報告しなければならない。

　　(3)取締役及び使用人は、監査役の要請に応じ必要な報告及び情報の提供を行う。

10．子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告するための体制

　　 　 子会社の取締役及び使用人は、子会社に著しい損害を及ぼす事象が発生し又は発生するおそれがあるとき及びコンプライアンスに反す

　　 る行為を発見したときは、直ちに、子会社及び当社の監査役に報告しなければならない。

11．監査役へ報告したことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　　　　監査役への報告を行った当社グループの取締役又は使用人に対し、報告したことを理由として不利な取扱いを行ってはならず、その旨を

　　 取締役及び使用人に周知徹底する。

12．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

　　針に関する事項

　　　 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明

　　 した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

13．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　 (1)当社グループの取締役は、監査役がより実効的かつ効率的な監査を実施することが可能な体制の構築に協力する。

　　 (2)監査役は、代表取締役、担当取締役及び会計監査人と定期的に意見交換を行い、適切な意思疎通と連携を図る。

　　 (3)監査役は、会計監査人より監査計画を事前に受領し、定期的に監査実施報告を受けるほか、必要に応じて監査実施状況の聴取を行う。

　　 (4)監査役は、内部監査計画及びその実施結果について、計画立案及び内部監査実施の都度、内部監査人から報告を受ける。

　　 (5)監査役会規程、監査役監査規程及び監査役監査基準の改廃は、監査役会が行う。

　

14．反社会的勢力の排除に関する体制

　　　　当社グループは、反社会的勢力とは一切関係を持たない旨を行動規範に定める。これらの勢力に対しては、警察当局、暴力追放運動推

　　 進センター及び顧問弁護士と密接な連携をとって、一切の関係を遮断する。

15．財務報告の信頼性を確保するための体制

　　 (1)当社グループは、財務報告の信頼性の確保及び内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、当社代表取締役社長の指示の下、当社

　　　グループの財務報告に係る内部統制の仕組みが適正に機能することを継続的に評価し必要な是正を実施する。

　　 (2)当社取締役会は、当社グループの財務報告に係る内部統制の整備及び運用に対して監督責任を有し、その整備状況及び運用状況を監

　　　視する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体、その他違法取引に関与する組織に対しては、警察当局、暴
力追放運動推進センター及び顧問弁護士と緊密に連携し、組織全体で毅然として対応し、取引を含めた一切の関係を遮断するものとしておりま
す。そのために当社管理部を対応部署と定め、情報を収集し反社会的勢力排除のための整備を推進しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　特に記載する事項はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

１．適時開示に係る基本姿勢

　当社は、企業の社会的使命を果たしていくことを企業経営の重要な目的と捉えており、株主・投資家はもとより、ステークホルダーとのコミュニ
ケーションを促進するため、証券取引所の定める規則等を遵守し、会社の経営情報、事業活動に関する情報、投資判断に有用な情報を適時・適
切かつ公平に開示いたします。

２．適時開示体制について

(1)決定事実に関する情報

　当社は、「決定事実に関する情報」については、担当部室長を通じて経営企画室に当該情報が集約される体制としており、軽微基準に該当する
ものまたは任意開示に該当するものを除き、取締役会に付議し当該情報の開示の要否、開示内容等を決議しております。取締役会における議案
の承認の後、情報取扱責任者より速やかに開示を行うこととしております。

(2)決算、業績予想、配当予想及びその他の情報に関する情報

　当社は、「決算、業績予想、配当予想及びその他の情報に関する情報」については、担当部室長を通じて経営企画室に当該情報が集約される
体制としており、軽微基準に該当するものまたは任意開示に該当するものを除き、取締役会に付議し当該情報の開示の要否、開示内容等を決議
しております。取締役会における議案の承認の後、情報取扱責任者より速やかに開示を行うこととしております。

(3)発生事実に関する情報

　当社は「発生事実に関する情報」については、担当部室長を通じて経営企画室に当該情報が集約される体制としており、取締役社長と情報共有
を行い当該情報の開示の要否、開示内容を決定し、開示が必要な情報については、情報取扱責任者を通じて速やかに開示を行うこととしておりま
す。その後、取締役会において、適時開示情報として発生事実の内容を報告することとしております。



【コーポレート・ガバナンス体制（模式図）】
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【適時開示フロー図】
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事業戦略 加工・モノづくり 財務・会計
法務・コンプラ
イアンス

ガバナンス・
リスク管理

石田　徹 ● ●

大里　和生 ● ●

松尾　信幸 ●

猪ノ立山　住夫 ●

諸岡　安名 ● ●

髙山　大地 社外 ● ●

有吉　修 社外 ● ● ●

広瀬　隆明 社外 ● ● ●

大松　健 社外 ● ● ●

【各取締役及び各監査役のスキル・マトリックス】
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